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損害保険ジャパン株式会社 

 

 

スチュワードシップ活動に関するご報告 

（２０２４年１０月～２０２５年９月） 

 

 

当社は、「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コード》の趣旨に賛

同し、投資先企業の企業価値向上・毀損防止や持続的成長を促すスチュワードシップ責任を果た

すべく、当該企業との建設的な目的をもった対話等に取り組んでいます。 

この取組みにつき、２０２４年１０月から２０２５年９月までの状況をご報告いたします。 
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１．投資先企業との対話 

（１）対話における基本方針 

当社は、投資先企業のＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）課題を中心とした非財務情報、業

績動向、経営戦略、事業リスク等の的確な把握に努め、投資先企業の中長期的な企業価値向上

や持続的成長に向け、建設的な目的を持った対話を通じて投資先企業と認識の共有を図るとと

もに、リスクマネジメントの提供などを行うことで、投資先企業とともに社会的な課題を共に

考え改善に努めてまいります。 

 

 

（２）対話のテーマ 

当社は、投資先企業について重要性や持続的成長等の観点から、ＥＳＧの取組みや事業戦略

などを総合的に勘案して対象先を選定し、以下のテーマを中心に実効性ある対話を実施いたし

ました。 

 

注：本資料には、AIによって生成されたコンテンツ（画像、文章等）が含まれています。 
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２．サステナビリティに関する対話事例 

  特に気候変動や生物多様性などのテーマについては、あらかじめ投資先企業の開示資料等に

基づき分析を行ったうえで、投資先企業と対話を行い、課題認識の共有に努めています。対話

の具体的な事例は以下のとおりです。 

 

 

  なお当社では、日本版スチュワードシップ・コードの趣旨に則り、株式を保有する企業を中

心に、企業価値向上および持続的成長に関する取組方針と状況を確認するために、毎年ＥＳＧ

アンケート（「ＥＳＧ/サステナビリティへの取り組みに関する調査」）を実施しています。 

直近では主に株式を保有する１，２６０社にアンケートを送付し、２８５社から回答が得ら

れ、各企業側のニーズの把握・協業の機会につなげています。また、アンケート対象企業に向

けては、ＥＳＧセミナーを開催しています。その中で最新動向のインプットやアンケート集約

結果の解説を行い、脱炭素を含めたサステナビリティへの取組みを支援しています。 
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３．議決権行使 

（１）議決権行使の基本方針 

当社は、投資先企業の持続的成長に資することを基本方針とし、議決権行使も投資先企業の

持続的成長に資する重要な機会と捉え、ＥＳＧへの取組状況、コーポレートガバナンスの整備

状況、コンプライアンス体制なども勘案のうえ適切に議決権を行使いたします。議決権行使に

あたっては、当社で定めている議案審査基準に基づき賛否の判断をしています。 

特に議案審査基準に抵触する議案については、全件当該企業との対話を実施し、その目的や

背景を確認するなど、十分に調査したうえで判断しています。 

 

（２）議決権行使のプロセス 

当社の議決権行使のプロセスは以下のとおりです。対話を通じて課題の改善を促したにもか

かわらず、改善が図られない、または改善が不十分と判断される場合には、議案に不賛同とし

ます。 
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なお、議決権行使にあたって、当社が特に着目する項目は以下のものが含まれます。 

 

 
 

当社は、議決権の行使をスチュワードシップ責任を果たすための重要な活動と位置付けていま

す。そのため、基準を画一的に適用して機械的に賛否を判断するのではなく、投資先企業との建

設的な対話を重視します。その対話内容を踏まえ、企業価値の向上と持続的成長に資するかとい

う視点で、議決権を行使しています。 
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（３）今年度の主な対話事例 

対話の具体的な事例は以下のとおりです。 

 

 

Ｆ社とは、連続赤字であることを踏まえ業績改善策について対話を行いました。 

 

⇒事業計画に基づき、持続的成長に向けた体制の立て直しを進め、改善傾向である

こと、審査基準の抵触は次年度に解消する見通しを確認しました。 

Ｇ社とは、ROE 水準が連続で基準未達かつ無配であることを踏まえ、業績改善策に

ついて対話を行いました。 

 

⇒昨年度も対話をしているため課題認識は持っており、経営体制を刷新して持続的

な成長に向けた具体的な戦略を示したこと、構造改革の進展を確認しました。 

Ｈ社とは、社外役員の取締役会出席率の低さについて対話を行いました。 

 

⇒兼務中の他社の取締役会議と日程が重なり、やむを得ず欠席となりましたが、欠

席の場合には別途時間を設けて意見交換するプロセスを経ているため、コミュニケ

ーションは一定図られていることを確認しました。 

Ｉ社とは、社外監査役への退職慰労金贈呈について対話を行いました。 

 

⇒社外監査役への退職慰労金は独立性を低下する可能性があるとの指摘を理解し

てもらうと同時に、将来にわたり退職慰労金贈呈制度を見直さないとの方針を再検

討するとの意向を確認しました。 

Ｊ社とは、社外取締役 2名未満について対話を行いました。 

 

⇒課題認識は持っており、重点経営課題として 2 年後までに適任者探しを進めてい

くと、具体的な時間軸を確認しました。 

Ｌ社とは、社外役員の長期在任年数について対話を行いました。 

 

⇒昨年度も同様の対話をしており、また、各方面からの指摘もあり課題認識を持っ

ているため、後任の選定を本格化させていると改善の方向性を確認しました。 

Ｋ社とは、社外取締役不在について対話を行いました。 

 

⇒コーポレートガバナンスの観点から社外取締役の選任が望ましいことは理解してお

り今後の検討事項であると、一定の課題認識を有することを確認しました。 

Ｍ社とは、取締役会のジェンダー多様性について対話を行いました。 

 

⇒女性取締役が不在の現状ですが、社外から招聘する計画をしていることや、社内

からも将来的に抜擢できるように執行役員の前段階である部長職女性不在の現状

から、まずは課長職に対して取り組みを進めていることを確認しました。 
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（４）議決権行使の結果 

２０２４年１０月から２０２５年９月までに当社が実施した議決権行使結果は以下のとおり

です。 

 

 

このうち、不賛同とした議案の事例は以下のとおりです。 

 

① 取締役会の実効性（化学セクター）  

社外取締役が２名に満たないＵ社に対しては、複数年にわたり独立社外取締役を複数名採用

するよう要請してきたため、昨年度は今年度も増員が確認できない場合は不賛同を検討する旨を

お伝えしていましたが、残念ながら今年度も改善が見られないことから、再び改善を要請すると

ともに、代表取締役の選任議案に不賛同としました。 

 

② 社外取締役の機能発揮状況（機械工業セクター）  

社外取締役の在任年数が超長期にわたるＶ社に対しては、複数年にわたり社外取締役の独立

性確保の観点から望ましくないことを申し入れましたが、具体的な改善の方向性を確認するには

至らなかったため、再び改善を要請するとともに、昨年度に続き取締役選任議案に不賛同としま

した。 

 

 

合計 うち不賛同

１．会社提案 1,785 4 

剰余金処分 415 0 

取締役選任 773 4 

監査役選任 255 0 

定款一部変更 72 0 

退職慰労金支給 28 0 

役員報酬額改定 107 0 

ストックオプション 5 0 

会計監査人選任 9 0 

企業再編関連 3 0 

その他会社提案 118 0 

　（うち、買収防衛策） 16 0 

２．株主提案 199 199 

１．および２．の合計 1,984 203 
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４．過年度までの継続的な対話による主な改善事例 

  過年度までの継続的な対話により改善が実現した事例は以下のとおりです。 

 

 

Ｎ社とは、株主資本利益率の低さや連続無配であることを踏

まえ、業績改善策について対話してきました。その中で、持続

的成長に向けた体制の立て直しを進め、徐々に回復基調であ

ることを確認していました。そして、今期決算は復配予定であ

ることを確認しました。 

Ｏ社とは、社外役員の取締役会出席率が低い点を課題として

対話してきました。原因が、当該役員の兼務先での職務日程

への配慮不足にあることを特定し、改善を求めていました。そ

の結果、今年度総会で出席率の改善を確認しました。 

Ｐ社とは、社外取締役の構成比（社外取締役が取締役会の１／

３未満）について対話してきました。その中で、次回決算期ま

でに充足する方針であることを確認していました。今年度総

会において、同社取締役会における社外取締役の構成比１／

３以上を充足したことを確認しました。 

Ｑ社とは、社外取締役の構成比（社外取締役が取締役会の２

名未満）について対話してきました。期待される経営監督機能

が十分発揮されない当社の課題認識を共有していました。今

年度総会において、同社取締役会における社外取締役は３名

となり十分充足したことを確認しました。 

Ｒ社とは、社外役員の長期在任年数について対話してきまし

た。同社からは、在任期間が長くなるにつれて独立性に対す

る懸念が出てくるという点は理解でき、このような対話の機

会は非常に重要であり感謝するとの見解が示され、社内的に

継続議論をしていくとの同社の方針を確認していました。今

年度総会において、同社の役員選任議案に当該社外役員が含

まれていないことを確認しました。 

Ｓ社とは、取締役会のジェンダー多様性について対話してきま

した。その中で、課題については理解はしており、２０２５年度

を目途に女性役員の選任にむけて取り組んでいる同社の方針

を確認していました。今年度総会において、女性役員が選任

されていることを確認しました。 

Ｔ社とは、取締役会のジェンダー多様性について対話してき

ました。その中で、優先課題と認識し経営層予備軍向けの研

修には女性も広く声掛けをして実施するなど、選任にむけて

取り組んでいることを確認していました。今年度総会におい

て、女性役員が選任されていることを確認しました。 
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５．スチュワードシップ活動の振り返り 

当社は、「責任ある機関投資家」の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫の趣旨に賛

同し、投資先企業との建設的な「目的を持った対話」（エンゲージメント）を通じて、企業価値

の向上と持続的成長を促すことに努めております。当期は、コーポレートガバナンス改革の深化

や PBR 改善への要請、サステナビリティ（ESG）を巡る課題への関心の高まりなど、機関投資家

として企業価値向上に貢献する責任がより一層増した一年であったと認識しております。 

 上記の認識のもと、当期はスチュワードシップ活動の実効性をさらに高めるべく、以下の取組

みを推進いたしました。 

項目 改善点 

議案審査基準のアップ

デート 

損害保険協会の「議決権行使ガイドライン」を踏まえつつ、アセッ

トマネジメントなどの他業種の基準も参照しながら、近年の動向を

反映し、継続的なアップデートを行いました。 

対話の拡充と深化 対話の対象となる投資先企業の裾野を広げるとともに、対話の質を

高めるため、論点や対話手法の改善（ブラッシュアップ）に努めま

した。 

対話を通じた丁寧な議

決権行使 

当社の議案審査基準に抵触する議案については、画一的に賛否を判

断するのではなく、全件で投資先企業との対話を実施しました。企

業の個別事情や改善に向けた見通しなどを丁寧に確認し、その内容

を踏まえて議決権を行使いたしました。 

  

こうした活動の結果、対話を通じて投資先企業と課題認識を共有し、具体的な改善に繋がった

事例を着実に積み上げることができました。一方で、社外取締役の独立性（特に長期在任による

監督機能低下の懸念）などの論点においては、投資先企業との十分な認識共有に至らないケース

も依然として存在します。形式的な基準のみに基づいて議決権を行使するだけでは、スチュワー

ドシップ責任を十分に果たしているとは言えないとの考えのもと、いかにして投資先企業にご納

得いただける建設的な対話を実現するかが、改めて浮き彫りになった課題です。 

また、女性取締役の選任については一定の進展が見られるものの、今後は取締役会における多

様性確保の実効性をさらに高める観点から、単に選任の有無を問うだけでなく、女性取締役の割

合や複数名選任といった、より高い水準の審査基準の設定を検討していくことも課題であると認

識しております。 

当社は、当期の活動から得られた成果と課題を踏まえ、今後も対話のさらなる拡充と深化に向

けて、スチュワード-シップ活動上の課題特定と改善策の実施を継続してまいります。 

以上 


